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新世紀におけるイギリスの政治変革
――選挙独裁での構造改革――
谷 藤 悦 史?
序
20世紀のイギリス政治を大きく変えた政権は，
アスキス自由党政権，アトリー労働党政権，サッ
チャー保守党政権であるといわれる。いずれも，
選挙が政権を交代させ，政治の内容，政治の様式，
時には政治制度を大きく変えた。構造が，社会を
構成する諸部分間の安定的で継続的な相互関係と
して捉えるならば，それらの政権交代は，政治の
慣行や制度に支えられた安定的な政治の行為様式
を変えるのみならず，広く社会の生活様式を変え
構造的な変革をもたらした。例えば，最後の自由
党内閣であったアスキス自由党政権は，老齢年金
法，労働者災害保障法，坑夫8時間労働法，失業
保険法，児童検診法，児童法，健康保険法など，
社会改革に関わる諸政策を大規模に進め，福祉国
家への端緒を築いたのであった⑴。老齢年金制度
の導入は，それまでの救貧制度を無用なものにし
た。累進税の導入は，税制に対する考え方を大き
く変えることになった。19世紀的政治様式が，
大きな変化を迎えることになったのである。
戦後に登場したアトリー労働党政権も，イギリ
ス社会に大きな変化をもたらした。主要産業は国
有化され，国家介入によって戦後の経済再建が図
られた。戦前の自由党政権が開始した福祉政策は
さらに発展させられ，国民皆保険，皆医療のシス
テムが作られた。義務教育期間の延長，高等教育
機会の拡大を促すための手立て，公営住宅の建設
とニュータウン形成なども進められた。こうして
「福祉国家」の建設が，主要な政治目標とされた。
「福祉国家」の考えが広く浸透する中で，政治様
式も大きな変化を迎えることになった。「合意の
政治」が慣行として定着し，やがて，政労使の合
意を基にして政策展開を行うコーポラティズムの
政治が出現し制度化された⑵。
しかし，このようにして誕生した「福祉国家」
も，1979年選挙における保守党の勝利とサッチ
ャー政権の誕生によって変化を迎えることになっ
た。サッチャー改革は，必ずしも整合的なもので
なかったが，新自由主義に近い考えをもとに政治
が展開されることになった。自立自助，市場にお
ける競争と効率，選択の多様性，法と秩序，小さ
な政府などの価値を達成することが目標とされた。
これによって，公共投資を媒介に有効需要を作り
出し，完全雇用を達成するという「イギリス型福
祉国家」の経済政策は，市場の競争とダイナミズ
ムを広範囲に利用するサプライサイド中心の経済
政策に転換された。市場の自由化と規制緩和が進
められた。市場中心主義の考えは，経済の分野に
とどまらなかった。行政のさまざまな分野にも市
場主義が持ち込まれ，国営企業の民営化，行政に
おける現業部門のエージェンシー化，公務員制度
の改革などがなされた。市場中心主義は，経済や
行政を超え，福祉の分野にも持ち込まれた。公営
住宅を中心にした住宅政策に転換が図られ，多く
の公営住宅が売却された。教育の分野では，⑴教
育に関する地方自治体の権限と規制の縮小，⑵国
家からの資金を基にして運営される新たな中学校
の導入，⑶全国統一カリキュラムの導入と達成度
を評価する視学官制度の導入などの改革が行われ
た。「財産所有民主主義」が広範に喧伝され，「福
祉国家」は批判の対象とされた。「福祉国家」は
追及すべき政治目標とされなくなったのである。
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イギリス国民の「福祉国家」に対する認識が実際
に変化したか否かは別として，「福祉国家」の中
で生活するという社会民主主義的合意は，揺らぎ
をみせることになった。
この過程で，政治の様式も変化することになっ
た。第２次世界大戦後にイギリスで実践された政
治は，保守，労働の両党が異なる価値と原則を追
及するが，政治状況に合わせて，それらの価値や
原則を修正して実践する実用主義の政治であった。
それが「合意の政治」を生み出した。しかし，そ
うした政治は，サッチャー政権の下で否定された
のであった。サッチャーは，自らが信望する価値
や原則を政治状況に合わせて修正して適応するよ
りも，その価値や原則に向けて政治状況を変革す
ることを試みた。政治は，「善」と「悪」の対立
の中で，「善」を実現することにある。「善」なる
ものは何か。自立と自助，市場，競争と効率，選
択の多様性，法と秩序，小さな政府であった。こ
うして，「対決の政治」が実践された。「合意の政
治」や，「政」と「労」と「使」が協議して政策
を導き出すコーポラティズムの政治も終焉するこ
とになった。それらの試み，まさに戦後のイギリ
スが追求してきた政治を「構造的に改革」する試
みは，成功を納めたか否かは別として，戦後の労
働党が先進的に志向し，その後の保守党が受容し
た「福祉国家」の政治の中で，長期にわたって社
会生活を営んできたイギリスの人々にとって，混
乱以外のなにものでもなかった。「福祉国家」の
枠組みの中での安定的社会生活は，良しにつけ悪
しきにつけ変化を余儀なくされたのである。
サッチャーの改革は，80年代を通じて継続さ
れた。1987年に，好況を背景にして総選挙に勝
利したサッチャーは，さらに改革を進めそうであ
った。人頭税の導入が，政治議題となりつつあっ
た。経済は確かに好調であったが，それはイギリ
ス産業そのものの生産力の再生によってもたらさ
れたものではなかった。海外の企業の誘致や，金
融活動によってもたらされていたのである。80
年代後半になると，60年代や70年代のイギリス
経済がそうであったように，好況の中で貿易収支
が急速に悪化した。加熱した経済を抑制するため
に，金利は上昇傾向にあった。その時，アメリカ
における株価の暴落が起きた（87年10月危機）。
G7諸国は，経済危機を回避するために，金融緩
和を決定した。イギリス政府も，それに同調して
金利を下げたのであった。さらに，イギリス政府
は，好況によってもたらされた歳入増を公共支出
の拡大に向けた。結果的に経済は過熱し，インフ
レが亢進した。政府は，インフレを抑え，貿易収
支の悪化を是正するために，金利の急激な引き上
げを行った。結果的に，不動産や住宅建設などの
部門が一気に冷え込むことになった。加えて，90
年の人頭税の登場と法人税の引き上げは，経済を
冷え込ませた。失業が拡大することになった。発
足当初から不人気にあったサッチャー政権に対す
る批判は，いっそう高まった。彼女の政治改革に
対する人々の期待も失われた。議会の選挙は２年
後であったが，保守党内に危機感が広がった。
EUに対してどのように対応するかなど，さまざ
まな問題をめぐって保守党内の対立が先鋭化し，
サッチャーのリーダーシップは急速に低下するこ
とになった。サッチャーは，退陣の時を迎えたの
である。
サッチャーを継いだ J.メージャーは，低い税率，
民営化と行政改革などの分野で，サッチャー改革
を踏襲したが，教育，医療，公共交通などの分野
で公共投資を拡大し，サッチャーの財政政策を修
正した。1995年を境に，経済は徐々に回復し，
失業率の低下も続いた⑶。サッチャーは，人々の
記憶から急速に消えることになったが，保守党内
部では，彼女の影は消えていなかった。メージャ
ーの政治は，サッチャーを追いやった人々と，サ
ッチャーが育てた「サッチャーの息子」といわれ
る人々，いわゆるウエットとドライとの奇妙な共
存と対立の中で行われていたからである。それは
必然的に，新たな政治状況に対する，新たな政策
の展開を遅らせることになった。最も先鋭的な形
で現れたのは，EUとユーロをめぐる深刻な対立
であった。保守党内部の対立に，メージャーは有
効なリーダーシップを発揮できないでいた。これ
に，保守党の政治スキャンダルが追い討ちをかけ
た。保守党議員の離党や党籍変更が出現し，補欠
選挙でも保守党の惨敗が続いた。こうして保守党
は，1996年11月に，議会における多数を失った。
長期政権が生み出す末期的な症状が現れたのであ
る。経済の状況は好転していたが，政治混乱の中
で，政権党である保守党への支持の回復につなが
らなかったのである。人々は，経済の回復が，低
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いインフレと，短期雇用やパートタイム雇用によ
ってもたらされていること，根本的な雇用不安を
解消していないことを知っていた。人々や地域の
間にも，大きな経済的格差が生じていて，80年
代の経済繁栄が跛行的であることも明らかになり
つつあった。人々の保守党に対する期待は，急速
に冷え始めた。保守党の政治実験は，終わりを迎
えつつあったのである。次期総選挙での保守党の
敗北が，多くの人々の中で既定の事実になりつつ
あった。こうして，1997年の総選挙での，労働
党の地滑り的な大勝がもたらされたのであった。
1. 新労働党の政治の前提
――新たな価値フレーム
労働党は，1979年から続いた18年間にわたる
野党暮らしの中で，党改革を進め政治路線を図り
つつあった。79年と83年の総選挙における敗北
は，当時労働党を支配していた左派の影響を後退
させた。83年の総選挙の惨敗後に登場したN.キ
ノックは，選挙民の支持を確保するために，中道
左派の路線を志向し，政策綱領の見直しと労働党
の近代化を進めた。これによって，「ソフト左派」
と称される労働党右派の路線が，前面化されるこ
とになった。東ヨーロッパ諸国における共産主義
体制の崩壊も，それを促進した。国営企業による
介入主義的な経済政策の見直しが進められるとと
もに，非経済分野への関心も拡大した。労働党の
選挙における支持は回復しつつあったが（87年
総選挙における得票率は30.4％，92年における
それは34.4％であった），政権の確保には至らな
かった。92年の総選挙後に登場した J.スミスは，
中道左派の路線をさらに進め，伝統的に自由党と
その後継政党である自由民主党の政策であった国
政選挙以外の選挙における比例代表選の導入，上
院改革，分権などを受け入れ政策化した。政策転
換に対する選挙結果が，労働の政策転換の動因と
なり，それをいっそううながしたのであった。
J.スミスの急死を受けて，1994年７月に党首に
就任したブレアは，この流れに沿って，政策を明
示化した。ブレアは，95年の労働党大会で政党
綱領を改正，戦後の福祉国家の基幹政策であった
「産業国有化」条項（第４条項）を廃止して「ダ
イナミック経済」の確立を標榜した。96年に，
97年５月に向けての政党政策綱領を発表した。
「新労働党，イギリスのための新生活」と題され
たこの政策綱領は，経済政策から福祉政策まで多
様な内容を持っているが，⑴経済政策としての
「ダイナミック経済」の確立，⑵政治社会政策と
しての「ステークホルダー・デモクラシー（協働
参画民主主義）」の確立に，政策が集約される。
経済政策では，「格差の少ない公正な市場経済」
を前提に，イギリス経済の競争力の回復と安定的
な経済成長が目標とされ，⑴公共部門と民間部門
の調和と協力，⑵労働者と経営者の協働によって
追及すると述べた。政治の経済への介入は，市場
が生み出す歪の是正，市場だけでは達成できない
長期的で大規模なテクノロジーと産業開発に限定
された。ここから，２つのことが明らかにされた。
第１は，戦後の労働党が志向してきた産業の国有
化に基づく介入主義的な経済政策の放棄である。
第２は，公共部門と民間部門の調和と協力が謳わ
れているように，市場中心主義ないし市場絶対主
義の否定である。要するに，提起されたものは，
70年代の福祉国家の停滞，80年代のサッチャー
政権下の経済的歪を前提に，伝統的なケインズ主
義的経済政策と，新自由主義の市場中心主義の経
済政策からの脱皮を同時に模索するものであった。
新労働党のもう１つの政策の柱である「協働参
画民主主義」では，⑴人々の社会参加の保障，⑵
生活機会の最大化，⑶地域社会の再建，⑷社会に
おける正義と公正の確立が目標とされた。これに
基づいて，⑴中央主権的な政治システムの改革と
分権，⑵地域社会の復権と市民参加に基づく地域
民主主義の再生，⑶コーポラティズム政治の放棄
と多元的な政治参加の確立，⑷情報公開と「開か
れた政治」の形成，⑸住民相互，公共部門と民間
部門の協働による公共サービス体制の形成などが
標榜された。
新労働党の政策が多様な考えや原理から導きだ
されていることが分かるであろう。多くの研究者
が指摘するように，それらは体系的な政治哲学か
らではなく，多様な政治志向を合成することで導
き出されたように思う。現代の政治が，一人の政
治思想家や政治哲学によって教導されるのではな
く，多くの人々の組織的な努力の結果として導き
出されることを前提にすれば，当然のことでもあ
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ろう。そうした組織的な政策形成の努力の中で，
新労働党が志向する基底的な価値として，⑴真の
機会（Real opportunity）の保障，⑵市民的責任
（Civic responsibility）の確立，⑶コミュニティ
（community）の再創造，⑷民主主義（Democ-
racy）の深化などが導き出された⑷。この原則や
価値フレームの中で，新労働党の政治実験が開始
されたのである。自立自助，市場の競争と効率，
選択の多様性，法と秩序などを志向していた新自
由主義の政治からの大きな転換である。97年の
総選挙と政権交代は，政治が追及する原理や価値
フレームの転換の始まりであったのだ。
2. 新労働党の政策展開
高い期待の中で，新労働党の政治実験が開始さ
れた。政策綱領で提起されていた，スコットラン
ドとウェールズへの分権に関わる国民投票が実施
され，両地域への分権が進められた。北アイルラ
ンド問題を一貫して無視したサッチャーとは対照
的に，和平交渉が進められ平和協定が結ばれ，北
アイルランド議会の再開がもたらされた。政策プ
ライオリティの第１に置かれた教育政策では，30
人学級の創設が目標とされ，それを全国的に展開
するために大きく予算が振り分けられた。福祉政
策では，「福祉から雇用へ」をスローガンに，給
付中心の政策から，人々の雇用可能性を高めるた
めの政策へ転換が図られ，教育の充実，職業教育
の再生，生涯教育体制の確立と実施に予算が振り
分けられた。
1997年以降，イギリス経済は比較的順調に推
移していた。そうしたことから，ブレア政権の第
１期では，政策の２つの柱の中の１つである「協
働参画民主主義」の実現が優先され，政治行政改
革ならびに公共サービスの改善が重点化された。
他方，外交の分野では，覇権主義的な外交姿勢を
改め，大陸ヨーロッパ諸国との協調を謳い，「ヨ
ーロッパにおけるイギリス」，「ヨーロッパを指導
するイギリス」が提起された。政治的にも経済的
にも大陸ヨーロッパとの関係を深化させているイ
ギリスの状況を考えれば，現実的な選択であった。
内政では，応答，説明責任，公開，公正を前提と
し，「政府の現代化（Modernising Govern-
ment）」が提唱された。中央政府では，小さな政
府を前提に，公共サービスの質の向上，資源の効
率的な利用，公共サービスの効率的な提供などが
志向され，情報公開制度，政策評価制度，包括的
歳出審査制度，資源会計予算制度などが導入され
るとともに，政府，エージェンシー，民間企業や
民間団体，非営利組織やヴォランティア団体など，
多様な機関や団体との連携と協力を促す「連結政
府（Join-up Government）」の形成，公共サー
ビスの向上運動としての「サービス第１」などが
実践されたのであった。
公共部門と民間部門の協働を前提に，民間活力
の利用も積極的に進められ，公共サービスのアウ
トソーシング化，公共事業におけるPFIの積極
的な利用などが，保守党政権以上に進められた。
結果的に，公共サービスは，政府が公共部門や民
間部門を問わず多様な機関，企業，団体と広範な
契約を結ぶことで提供された。契約に盛られた目
標や成果が達成されなければ契約は解除され，新
たな機関や団体と新しい契約が結ばれる。政府は，
多くの人的・物的資源を抱えた巨艦のような存在
ではなく，小さな中央政府が外部の多様な機関・
組織・団体とさまざまな契約ネットワークを構築
することで成り立つことになった。ネットワーク
国家あるいは「契約国家（Contract  State）」
の誕生であった。それは同時に，政府と国家構造
の大きな転換であった。
?契約国家」の形成が，財政の健全化を促進し
た。イギリス財政を健全化させた根本的な原因は，
1990年代後半からの好調な経済にあるが，明確
な政策プライオリティの構築，政策の重点化と弾
力的な政策運営，徹底した業績評価に基づく効率
的な資源利用などが，健全化に寄与することにな
った。慢性的に赤字であった財政は黒字になり，
2000年における長期債務はGDPの４割とヨーロ
ッパで最も良い水準となった。これを背景に，
2001年度予算では，低所得層を中心に減税を実
施，併せて，教育，保健・医療，年金などの分野
に追加投資を実施，公共部門の総投資額を70億
ポンドにまで拡大させた。「増税無き財政再建」，
「増税無き公共サービスの拡充」が，政治行政改
革によって実現されたのである。
これらの成果を背景に，ブレア政権は2001年
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になって「新福祉国家」の形成を標榜した。しか
し，「新福祉国家」の形成は，かつての労働党が
志向した混合経済体制を前提にした管理の政治や，
「大きな政府」による政治への回帰を意味しない。
先に指摘したように，「新福祉国家」は，市場経
済を前提にした公的部門と民間部門の協働，小さ
な中央政府と多様な機関や団体との契約ネットワ
ークの上に成り立っている。かつての巨大な福祉
国家の姿は，影も形も見られない。「新福祉国家」
の形成は，かつての労働党が志向した「大きな政
府」を前提にした福祉国家の否定でもあった。他
方でそれは，人々の福利と繁栄を自助努力と市場
に委ね，国家による保護や支援を抑制することを
狙った「新自由主義の政治」の否定でもあった。
「新福祉国家」は，70年代や80年代の国家のあ
り方とは遠いところにあるのである。
?協働参画民主主義」の改革は，中央政府にと
どまらない。地方政治にも変革がもたらされた。
新労働党の政治改革の中で，最も大きな変革の１
つである。大陸ヨーロッパ諸国の地方自治体が地
域政治に多くの権能を持っているのに比して，イ
ギリスにおける地方カウンシルの権能は限定的で
あった。サッチャー政権下の民営化と中央集権化
によって，その状況はさらに進行し，地方カウン
シルは自治機能をいっそう失った。地域に有意性
を持たなくなったカウンシルに，人々の関心は衰
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退する。地方議会議員選挙の投票率は，30％前
後と著しく低迷し，「地域民主主義は瀕死の状態
にある」とまで言われるようになった。新労働党
は，スコットランドとウェールズのみならず，イ
ングランドにおいても分権を提起した。サッチャ
ー政権下で廃止された大ロンドン市を復活し，公
選市長の導入の可否を問う住民投票が実施された。
2000年５月には市長選が行われ，労働党左派の
K.リビングストンが無所属で立候補して市長に
選ばれた。同時に，保守党と労働党が９人，自由
民主党が４人，グリーンが３人からなる議会も誕
生したのだった。
分権と併せて，地方政治の構造改革も提起され
た。1998年に白書『現代の地方政治：人々との
触れ合い』が提出され，その中で，地方カウンシ
ルの伝統的な委員会制が，地域社会や地域住民の
ニーズに対応した有効な政策を実践できなくなっ
ていると指摘，地域住民を代表する機能（代表機
能）と政策を立案し実施する機能（執行機能）を
分離して，応答性と説明責任を備えた地方政治の
確立が提起された。これを受けて，2000年に
「地方政府法 2000（Local Government Act
2000）」が成立，⑴公選市長制，⑵議院内閣制，
⑶公選市長とシティマネージャーの混合制という
三制度が，地方の基本的な政治構造として提起さ
れた（その後，人口８万５千以下の小さな自治体
（カウンシルの21％）に関しては，地域住民が望
むなら，改良された委員会制を採用することも可
能という修正を加えた）。伝統的な委員会制は，
住民の代表による政治行政の実践という民主主義
の良き伝統を備えていたが，他方で，今日の地方
政治の多様化・複雑化した問題に対処できなくな
っていた。中央政治が専門化を進行させる中で，
地方議会や市長は名誉職的な性格が強く，実効性
を欠いていた。新たな改革は，代表機能と執行機
能が未分化な委員会制を改め，代表機能は議会へ，
執行機能は首長へと分離専門化させ，それぞれ説
明責任を明確にし，執行機能は専門性を備えた人
材に委ねて，地方政治を地域社会に応答的なもの
にするものであった。地方のニーズに応答し，地
方政治の活性化を目指せば，必然の選択であった。
地方自治体の権能でも見直しがはかられた。
2000年の地方政府法は，地方カウンシルが，教
育，警察，消防，ごみ・廃棄物処理，道路計画，
交通規制など従来の行政分野を超えて，広く地域
の発展や福祉の促進に関与することと，そのため
の権限を有することを明記した。カウンシルが地
域の発展や福祉の向上に指導的な役割を持つこと
が，初めて法に明示された。これによって，各カ
ウンシルは，地域や地域住民の利益のために自立
的に行為すること，さらに加えて地域を越えて他
の諸機関と協働することも可能になった⑸。新労
働党が追及するコミュニティの再生と民主主義の
深化は，こうした形で実現されたといえるであろ
う⑹。
3. 新労働党の政治改革を可能にした体制
とは何か
これらの一連の改革が，高い実効性をともなっ
たか否かの評価は別として，政権発足後のわずか
数年の内に実行された。「新自由主義」の政治は，
もちろん踏襲された部分もある。しかし，新労働
党の政治は，サッチャーやメージャーが志向した
ものとは明らかに違う。保守党政権が志向した政
治改革は，先に指摘したように，新たな価値フレ
ームで修正され洗練されたのである。「新自由主
義」の政治は，多くの政策メニューが展開される
中で変化しつつあると言えるだろう。代表的な事
例が，「給付から雇用」への合言葉のもとで再規
定され，人的資本開発を中心に，教育改革，広範
な職業再教育を展開している福祉分野，中央政府
の改革，地域社会と地域民主主主義の再生に関わ
る分野である。それが，新労働党の「構造改革」
にほかならない。これらの政治実験と改革を可能
にしたものは，何であるのか。選挙である。選挙
の勝利と政権の交代なのである。
保守党の政治家ヘルシャム卿⑺は，「この国の
憲法は，古くからの国王大権と議会が作るさまざ
まな法に基いている。その法は，議会によって修
正され拡大される。我々は強力な中央政府を常に
持ってきたが，国王と議会の権力が強力な政府の
下で統合されると，政府の法的権限は制限されな
くなる。それを制限するものは，道徳と政治，そ
して自重と世論だけになる。法によって制限は課
せられない。理論的に，議会は至高のものとなる。
成し得ないものが無くなるのである」⑻と述べ，
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イギリス政治は，「選挙独裁（The Elective
 
Dictatorship）」に他ならないと結論した。①小
選挙区制が生み出す過大代表，②過大代表を媒介
にした議会における多数派の形成，③議会におけ
る多数派を背景にした単独政権，④集権的な政党
組織構造と厳格な政党規律に基づく政党ならびに
議会運営，⑤不文憲法の伝統の中での首相裁量権
の広範な許容などによって，イギリスの議院内閣
制では，首相や内閣に権力が集中する。結果的に，
首相や内閣が提起する政策は，議会でほとんど修
正を経ることなく法となり実行されるのである。
選挙で勝利さえすれば，この状況が５年間保障さ
れる。したがって，あらゆる手段を借りて選挙で
勝利することが，政治の全てになるのである。
ヘルシャム卿は，福祉国家化による国家機構の
拡大と労働党第２次ウィルソン政権下の状況で，
「選挙独裁」の政治状況を指摘し，イギリス議院
内閣制に潜む一元的な集権化構造の危険性を指摘
したが，80年代以降，「選挙独裁」の政治状況が
いっそう明確になったと言われている。この20
年間に，内閣ならびに首相の政策実行を支える政
党内外の体制が，洗練化され制度化されつつある
からである。各種の政策は関連する内閣委員会に
提示され，そこで合意されれば，法案として議会
に提示される。したがって，それぞれの政策が実
行に移されるか否かの岐路は，制度的慣行として
の内閣委員会にある⑼。内閣は議会多数派を背景
に成立しているのであるから，政府案は，内閣委
員会の承認を経て議会に提出さえすれば，修正無
く通過することになるのである⑽。その内閣委員
会を統制するのは，首相や大臣にほかならない。
政策の決定ならびに実行が，首相や内閣に集権化
されるのは当然であろう。「選挙独裁」といわれ
るゆえんなのである。
それでは，「選挙独裁」の中で，リーダーシッ
プは，首相と内閣のいずれにあるのか。サッチャ
ー政権下では，サッチャーと彼女の政治志向に共
鳴するドライ派を中心に内閣が構成されたが，サ
ッチャーは比較的政治力が弱い人々を大臣に指名
したといわれる。内閣委員会も削減され，内閣委
員会の開催数も年平均30数回であった。結果的
に，政治の主導権は，首相に集約されて集権化し，
最終的には，政策の形成や実行は権威主義化する
ことになった。ブレア政権ではどうなのであろう
か。首相と内閣の微妙なバランスの上に成り立っ
ているといわれる。財政はG.ブラウン，外交は
R.クック，交通運輸環境は J.プレスコットへと，
幾人かの有力大臣に，それぞれの分野に関わる政
策立案の権限を委ねる一方で，首相府に戦略的コ
ミュニケーション局を創設し，集中的な情報統制
と管理を実施している。各省庁の大臣は，いつど
のような内容を公表するのかについて，戦略的コ
ミュニケーション局の承認を経ることになった。
内閣委員会数ならびに会合数も，70年代の労働
党政権などに比較してやや抑制的になっている。
首相と一握りの大臣が中核となって，政策が立案
され，実行されている。またこれを裏書するよう
に，ブレア政権下では，首相のリーダーシップを
支える首相府のスタッフが40人から160人へと
拡大してもいる。
近年のイギリス政府における政策形成と実行は，
首相主導を徹底化したサッチャーをやや例外とし
て，内閣と内閣委員会を中心としたものから，首
相と一握りの中核的な大臣を中心としたものへ移
行しつつあると指摘されるであろう。さらにまた，
それを支える体制，たとえば，首相を政策や政策
運営などで支える政党内外のスタッフの整備（政
党シンクタンクの整備と利用など），それらスタ
ッフを柔軟に登用する体制の確立（短期雇用によ
る人材交流など）などが進みつつある。その意味
で，イギリス議院内閣制の背景にある「選挙独
裁」は，政権政党から政権政党の内閣に，政権政
党の内閣から首相と一握りの大臣へ，いっそう権
力を集中化しつつある。この状況は，政策の高い
実効性を保証する一方で，一握りの人々への権限
の集中を生み，集権化と権威主義化を進めること
にもなろう。サッチャー政権は，その典型であっ
た。ブレア政権は，確かに参加と民主主義の深化
を主要な目標としたが，サッチャー政権と同じよ
うな集権化が見て取れるのである。それが，ブレ
ア政権の実行力を保障していた部分がある。民主
主義は，多くの人々から支持を調達しなければな
らない。そのためには，高い政治の実効性を保障
しなければならない。それは，集権的なリーダー
シップによってもたらされる。しかし，集権化す
ればするほど，民主主義的な政策決定は抑制され
ることになる。そうした矛盾に，直面するのであ
る。
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表２ ブレア政権下の首相府と内閣府の構造
4. 参加民主主義と実効性の緊張の中で
1997年の政権獲得以降，新労働党の政策展開
は，多岐に及んだ。新しい価値枠組みの下で，
「新自由主義の政治」に修正が加えられ，中央地
方を問わず政治行政の構造は変わりつつある。ス
コットランドへの分権改革を代表に，１期目のブ
レア政権が，国内の政治行政改革に努力を集中さ
せたからである。経済は好調に推移し，失業率は
低率となったが，イギリスの産業基盤や産業構造
が大きく改善されたという話は聞かない。世界経
済に左右されやすい体質は変わっていない。経済
の最大の課題であるユーロ加入問題も解決してい
ない。その是非を問う国民投票も実施されていな
い。結果が微妙であるからだ。
公共サービスについても確かにさまざまな試み
がなされたが，運輸・交通，医療，教育などの中
心に公共サービスの改善も課題として残されてい
る。公共交通の非効率な運行や高い事故率，バイ
パス道の未整備，一向に改善されない初等中等教
育の学力，コストパフォーマンスを優先して患者
や対象者を選択する医療や福祉などに，人々の不
満も高まっている。地方政治改革も同じである。
地方政治の改革が，地方の自立性を高めたとか，
地域民主主義の再生につながったという報告はい
まだないのである。
これらの課題を前に，２期目のブレア政権は，
産業と経済，公共サービスの改善，地域開発と地
方改革，環境などの政策を重点化し，2002年度
予算では，教育，医療などに追加支出を行い，公
共部門の総投資額は70億ポンドに拡大し，03年
にはさらなる拡大を行った。この重点化と投資が，
明確な成果をもたらすか否かが，新労働党の「構
造改革」の成否につながることから，「（公共サー
ビス）の供給，供給，供給（delivery，delivery,
delivery）」を合言葉に，ブレア政権は，「連結政
府（Join-up Government）」を形成して，公共
サービスの改善運動としての「サービス第１」運
動をさらに進めると共に，「公共サービス協定
（PSA）」を媒介とした統合的な政策評価制度を
構築して実行に移したのであった。地方政治も同
様である。地方政治の実効を図る試みとして，会
計検査委員会の監視による「最適化（Best  Val-
ue）」アプローチと成果に関わる査察制度が導入
されたのである。このような成果と実効性を図る
政策評価制度の適応と実践は，中央政府や地方政
府のみならず，教育，福祉，医療，運輸など，公
共サービスの供給に関わる全ての機関，団体，企
業，個人に及んでいる。これによって，公共サー
ビスの供給に関わる全ての機関や団体は，いかな
る目標が何故に設定されたか，目標の達成にいか
なる手段が用いられ，どのような成果ないし業績
が達成されたかの説明責任を負うことになった。
あらゆる部門に成果主義の徹底が図られたのであ
る。高い成果を導き出した地域，機関，団体，個
人には，重点的に人的物的資源が配分される。そ
うでないところでは，制裁が加えられ，中央から
の統制と指導で，改善が講じられるのである。
新労働党の政治改革は，人々の機会保障と参加
を前提に，人々や地域のニーズに応えて公共サー
ビスや地域社会を再生し，民主主義を深める改革
と，公共サービスや政治改革を中央政府が開発し
た基準によって管理しながら具体的な成果と業績
を達成するという成果主義から構成されている。
その意味で，ある種の緊張状態が作り出されてい
る。それは，人々や地域の多様性を前提に人々や
地域の能力を多様に再構築しようとする志向と一
定水準の公的サービスを等しく供給して均一の発
展を促そうとする志向との緊張，あるいはまた，
地域社会と地域民主主義の再生を前提に地域の多
様性を保障して分権に向う志向と，中央政府が開
発した手続きと関与権限によって査察を実施して
統制的斉一的に成果を達成しようとする志向との
緊張としてもとらえられるであろう。
これらの緊張は，新労働党が，「機会保障」，
「市民的責任」，「コミュニティ再生」，「民主主義
の深化」などの価値を標榜し，それを政治目的化
した段階で，必然的に生じる緊張であったように
思う。それらの価値に人々が賛意と期待を表明し
たとしても，そこに目に見える形での成果がとも
なわなければ，それらの政治実験は単なるサウン
ドバイトの政治であったとして，人々は葬り去っ
てしまうであろう。政治的成果と実効が求められ
るのである。それがなければ，新労働党の政治改
革は解決しない。それは，新労働党の政権が，自
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立と管理，参加と統制，多様性と斉一性，私と公，
機会と結果などをどのようにして調和させるかと
いう，多くの現代民主主義諸国が直面している課
題に，いかなる解を与えるかということである。
多様な緊張の中で最適な解を見出すこと。それが，
二期目のブレア政権に突きつけられた最大の課題
であった。しかし，政治は，ブレア政権が国内政
治に専心的な関心を払うことを許さなかった。
5. イラク参戦の緊張の中で
2001年９月11日の事件以後，ブレアはブッシ
ュへの支持を鮮明にしていた。アフガン紛争時に
おいても，大量破壊兵器の査察が開始された時期
においても，さらにまた2003年になって，イラ
クへの軍事行動が現実のものになりつつあった時
期にも，その姿勢に変化は見られなかった。しか
し，イギリス国内では，そうしたブレアの姿勢に
不満が吹き荒れていた。2003年になると不満は
さらに高まり，２月の反戦デモには100万人近い
人が参加していた。不満は，世論に留まらなかっ
た。２月末には，イラクへの軍事行動に反対を表
明した労働党議員は，122人にも達していた。彼
らは，ブレアが国連の承認が無いままに軍事行動
を起すなら，反対を表明する労働党議員は200人
を超えると述べていた。３月に入って，ブレア政
権は，国連安全保障理事会に，イラク武装解除の
６条件を提示した。アナン事務総長は，ブレアの
努力を評価し，その提案に支持を表明したが，フ
ランスは，早々に拒否を表明したのだった。
イギリスの努力は潰えつつあった。新決議修正
案がイラクに求めていた武装解除期限は，３月
17日であった。３月16日，新決議修正案を共同
で提案したアメリカ，イギリス，スペインは，ポ
ルトガル領のアゾレス諸島で首脳会談を行った。
ここで，フセイン体制が中東の発展の障害になっ
ていることを確認し，国連安保理の決議が無いま
まに武力行使することを決定した。ブレアの課題
は，イギリス議会で，対イラク参戦についての承
認を確保することであった。ブレア政権を支えた
前外務大臣，院内総務のR.クックが，「国際社会
の支持を得られない軍事行動を開始すること」を
批判して辞任していた。ブレアは，多国間主義に
基づいて問題の解決に努力したことを強調，その
努力がフランスの拒否権によって潰えたと指摘し，
「困難な選択であるが，……迷わず進むべきだと
信じている」と決意を語った。議会は，戦争に反
対する動議を最初に否決し，政府提出の「あらゆ
る手段を用いて武装解除する」という動議を，賛
成412，反対149で可決した。政府の動議に反対
した労働党議員は，139人に達した。ブレアは，
18日夜にイギリス軍に軍事行動に参加すること
を命じた。二日後の20日になってテレビ演説し，
世論が２分されていたことを率直に認めつつ，
「サダムが唯一の脅威ではないが，未来の平和の
ために，現在の脅威に断固として対応しなければ
ならない」と述べ，国民の支持を求めた。世論は
即座に反応した。オンライン世論調査では，参戦
支持が56％と，不支持の36％を上回った。「サ
ンデー・タイムズ」は，この戦争で「世界が平和
になる」と考える人は，45％に達したと報じた?。
ブレア政権は，何故にイラクへの参戦に固執し
たのか。この問いに対する解答は，一様ではない。
ただ指摘できることは，イギリスは，イランやイ
ラクに多くの利権を持ち，そのために長期にわた
って政治的関与を続けてきたということである。
冷戦体制の下では，ソ連に対抗するためにイラン
の近代化に支援を与えた。イスラム原理主義が台
頭すると，イラクに，アメリカやヨーロッパ諸国
と共に武器や軍事技術を与えてきた。そうした中
で，フセイン体制が完成され，英米の石油を中心
とした利権は彼の管理の下におかれた。アメリカ
のこの地域への関与が前面化することは，述べる
までもなく，イギリスのこの地域での利権や影響
力の後退を意味していた。それを放置することは，
イギリスの選択肢ではなかった。イギリスの狙い
は，91年の湾岸紛争，99年のコソボ空爆と同じ
ように，国際社会の支持を得ながら，国益を確保
することであった。多国間主義による参戦と国益
の確保が，最善の選択であった。それは，労働党
議員の政治選択に最も近いものであった。国連決
議を無視していたアメリカと違って，６条件を提
示してまで安保理の同意を確保しようとしたのは
そのためであった。その願いは達成されなかった。
残された選択は，参戦するか撤退するかであっ
た。撤退は，イギリスの利権のみならず，国際社
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会におけるイギリスの地位をさらに弱いものにす
ることを意味していた。97年以後，イギリス的
枠組みの中で，ヨーロッパの秩序を形成しようと
していたブレアにとって，撤退は政治選択肢では
なかった。アメリカの一元主義を批判すれば，労
働党議員から支持が得られる。国益の確保という
ナショナルな論理を出せば，保守党議員から支持
が得られる。イギリス議会における最終的な議決
は，この戦略に対する議員たちの評価を示したも
のであった。
不退転の政治家としてブレアの評価は高まった。
ブレアが望んでいたように，バグダットの「陥
落」も短期でなされた。ブレア政権は，安定度を
増すように見えた。しかし，そうとはならなかっ
た。バグダット「陥落」後，テロは拡大し状況は
一層混迷した。多国間主義による戦後復興は頓挫
した。イギリスの利益が確保されるならまだしも，
イギリス企業の多くが，イラク復興計画の入札か
らはずされた。戦争に反対していたC.ショート
国際開発相は，戦後処理のあり方をめぐって閣僚
を辞任した。参戦の大きな理由であった，大量破
壊兵器の存在という根拠も揺らぎ始めた。大量破
壊兵器が見つからないばかりか，イギリス政府が
提出した大量破壊兵器開発にかかわる証拠文書そ
のものが不正に処理されたという疑惑が出された。
イラク参戦をめぐるヨーロッパ諸国との対立も，
修復されなかった。ヨーロッパにおけるリーダー
シップの確保というブレアの願いは，益々遠いも
のになりつつあった。ユーロへの加入問題も微妙
なことになり，国民投票はさらに延期された。国
民の支持は，急速に後退することになった。
先に指摘したように，教育，医療，社会保障な
ど，ブレア改革の主要な部門に大きな成果が見ら
れない状況で，ブレア政権は，外交に大きなエネ
ルギーを割くことを余儀なくされた。好況の中に
ある経済状況下で，国民の不満は拡大していない
が，国民の関心が，教育や医療，公共サービスな
どの分野に向かえば，国民の不満は一気に拡大す
ることになるであろう。ブレアは，言葉による説
得から，具体的な政治成果による説得を示す時に
到ったといえるであろう。
結 新労働党の試みから何を読み取るか
ここで確認しなければならないことは，新労働
党の「ダイナミック経済」と「協働参画民主主
義」を両輪とした「新福祉国家」の形成という試
みは，「新自由主義の政治」のほころびが明らか
になり，さらにまたかつての「福祉国家」にも回
帰できないことが自明となった時代の新しい社会
形成の試みとして提示されたということである。
「協働参画民主主義」に関わる一連の政治行政改
革の試みも，「新福祉国家」の形成を前提に，政
治社会状況の緻密な分析と政策形成，さらにまた
政策実現のための戦略的手続きの構築などを基に
して導き出された。18年間にわたる野党暮らし
の中で，80年代の後半から開始された党の組織
改革，選挙戦略の転換，政策の近代化など，労働
党の組織的で継続的な改革から生み出された。そ
の意味において，ブレア政権は，イギリス労働党
に生まれた突然変異種ではないのである。
ここで明らかにされたように，ブレア政権の二
期目は，中央地方を問わず，一期目以上に変革と
緊張の中にある。変転する国際政治の状況は，国
内政治への専心的なエネルギーの集中を許さなく
なっている。イラク参戦以後のブレア政権に対す
る支持の低下という世論状況は，ブレアの指導力
を弱化させることにもなっている。地方政治では，
民主的な近代化と明確な業績を確保するための近
代化という試みが，たとえば，地方の多様性を確
保するための改革かあるいはまた全国的に斉一的
な水準を確保するための改革なのか，さらにまた
直接的な政治参加を促進するための改革か効率的
に業績を達成するための改革であるのかの論争を
生み混乱も生じさせている。２期目のブレア政権
は，多様な緊張の中にあるといえるであろう。国
内に目を向ければ，「新福祉国家」を支える国家
の構造が，最終的に，どのような形になるのか。
その結論は，いまだ定かではない。国外に目をや
れば，9.11以後の国際社会や拡大EUが展開さ
れるヨーロッパで，どのような位置を占めるかが
一向に定かではない。多様な試みや実験から，最
も適切な政治的試みや制度が選択されて定着する
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ことになるのだろう。その意味において，ブレア
政権が内外に直面する緊張は，新たな社会形成の
ために乗り越えなければならない大きな「痛み」
なのかもしれない。
ブレアの政治は，さまざまな政治実験が失敗し
た後の１つの試みに過ぎない。それが適切な試み
であるのか否かの最終的な結論も出ていない。し
かし，社会や国家の再形成のためには，それを支
える理念や原則の確立，原則に基づいた体系的な
政策の形成，さらにまたそれを実現するための系
統的な戦略や運動が不可欠であることを教えてい
るように思う。変転する政治状況を考えれば，そ
うしたことはとりわけ重要になるであろう。同時
に忘れてならないことは，「改革」の政治の出発
に，選挙と政権交代があったということである。
イギリスも日本と同じように，政治不信の増大，
政治参加の後退など，「民主主義の赤字」を示す
政治現象に事欠かない。唯一異なることは，イギ
リスでは，選挙，政権交代そしてまた「選挙独
裁」が，新たな政治実験の開始に結びついている
ことである。イギリスにおける「選挙独裁」とい
う政治状況は，現代の民主主義が抱える１つの病
理であるかもしれない。だがしかし，選挙を媒介
にした政権交代すら作り出せないわが国の政治状
況は，もっと深い病理と危機に見舞われていると
いえるのではないか。
［注］
⑴ G.M.トレヴェリアン，大野真弓監訳『イギリス史
３』みすず書房，192頁。
⑵ アトリーに続く，チャーチル，イーデン，マクミラ
ン，ヒュームの保守党政権も，福祉国家への関与につ
いて濃淡はあるものの，基本的に福祉国家の政策を踏
襲した。マクミラン政権になって，「国民経済発展協
議会」（NEDC），「経済発展委員会」（EDC）が発足
し，政労使のコーポラティズム体制が制度化された。
以下を参照されたい。谷藤悦史「『福祉国家』・コーポ
ラティズム・管理―イギリスにおける経済危機と政治
対応を中心にして」，飯坂良明，中邨章編『管理とデ
モクラシー』学陽書房，1984年。
⑶ 1990年から95年のGDP経済成長率は，0.4，－
２，－0.5，2.3，４，2.5，インフレ率は，9.5，5.9，
3.7，1.6，2.4，3.5であった。失業率は，5.8（90），
10.3（93），9.4（94），8.3（95）であった。
⑷ Stuart White, New Labour ― The Progressive
 
Future ?,Palgrave,2001,pp.4-6.
⑸ ブレア政権の地方政治改革は，これにとどまらない。
地方政治に対する慢性的な無関心の解消をねらいとし
た選挙制度の改正（投票日変更，電子投票，週末投票，
移動投票所，早朝投票，郵便投票），市民パネル，市
民陪審制，争点フォーラム，住民投票制度など政策決
定の公開と市民関与をうながすための新たな参加制度
の導入など多様である。地方政治の場面における「協
働参画民主主義」は，地域民主主義の再生という形を
とっても具体化された。
⑹ これらの改革を背景に，ブレア労働党政権は，2001
年６月に行われた総選挙で，413議席と議席総数の63
％を占めて大勝した。同じ政党が２期連続で400議席
を上回る勝利を収めたのは，20世紀以降のイギリス
政治では初めてのことである。
⑺ ヘルシャム卿（本名クイティン・ホッグ）は，法律
家 保守党下院議員 保守党上院議員であった。1956
年教育相，1959年科学技術相，57－59年および60－
64年枢密院議長，60－61年国璽尚書 70－74年およ
び79－87年大法官などを歴任した。戦後の福祉国家
の形成の中で，国家が肥大化し，その国家が，首相の
リーダーシップで意のままになることの危険性を指摘
し，首相の権限を抑制するための成文憲法の導入を提
起した。
⑻ Lord Hailsham，The Dilemma of Democracy―
Diagnosis and Prescription,Collins,1978,p.125.
⑼ ここでの承認を得るために，数ヶ月要すると言われ
る。数ヶ月の時間をかけるのも，法案が，熟慮と審議
を経た正当なものであることを内外に示し，修正なく
議会を通過させるための前提である。さらにまた，議
会に付される法案が，他の法案と一貫性を有している
こと，政府つまり内閣が一体となって提示したもので
あることを明らかにするためであるとも言われる。
⑽ それでは，内閣が協議して決定したら，議会の審議
ないし協議は意味がないことになるのか。そうではな
い。内閣に大量の議員が関与しているので，法案作成
の段階で意見が反映されている。議会ディベートない
し委員会審議は，法案の理念を詳細にし，政府に警告
を与えるために利用される。議会は政策形成の場より
も，討論することで問題点を明示し，責任の所在を明
らかにする。討論，議論の場としての議会が，イギリ
ス議会政治の前提である。
? Sunday Times, 2003年３月23日。
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